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 ７ 福祉保健医療委員会における秋山文和県議の質疑 

2017 年３月６日 

◆付託議案に対する質疑（福祉部関係） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 第５９号議案について、就労継続支援Ａ型

事業所が県内８６か所ということだが、就労

者数はどのくらいか。 

２ １人当たりの支援費はどのくらいか。 

３ 第６０号議案について、放課後等デイサー

ビスの事業所数はどのくらいで、通っている

人はどのくらいか。 

４ １人当たりの支援費はどのくらいか。ま 

た、事業者の資格と人員配置を教えてほし 

い。 

５ 第４４号議案について、民間社会福祉施設

整備促進事業費は、新規整備施設数が当初見

込みを下回ったことによる減として、２億８，

０００万円余りを減額しているが、採択及び

不採択の件数と内訳はどうなっているのか。 

 

 

Ａ．障害者支援課長 

１ 就労継続支援Ａ型事業所については定員が

１，６２４人で、実際の就労者数は１，６１

４人である。 

２ 支援費は、事業所の定員等により異なる 

が、１人当たり１日４，１６０円から５，８

４０円の間である。 

３ 放課後等デイサービスの事業所数は、平成

２８年１０月末現在で４６９か所で、利用者

数は６，５６８人である。 

４ 支援費は、１人当たりおおむね８，０００

円程度となる。人員配置としては、現時点で

は管理者が１名、児童発達支援管理責任者が

１名以上、指導員又は保育士として障害児１

０人当たりで２名以上となっている。 

５ 国には１７施設を協議し、８施設が採択さ

れ、９施設が不採択となった。採択された８

施設の内訳は、通所事業所が７施設、グルー

プホームが１施設となっている。不採択の９

施設の内訳は、入所施設が１施設、通所事業

所が６施設、大規模修繕が１施設、グループ

ホームが１施設となっている。 

 

 

 

◆付託議案に対する質疑 

（保健医療部及び病院局関係） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 埼玉県医療施設耐震化基金の総額はいくら

で、財源に県費は含まれているのか。また、

平成２９年度当初予算案で病院の耐震化を支

援する予算が計上されているが、これは国の

制度を活用するのか。 

２ 地域医療再生基金の国からの交付金総額と

事業実績について伺う。 

３ 大学附属病院等整備・医学部環境調査費に

ついて、さいたま市が購入する土地もあると

聞いているが、さいたま市はまだ予算化して

いない。さいたま市の購入の見通しと、さい

たま市と県との合意内容はどうなっているの

か。 

４ 埼玉県自殺対策緊急強化基金について、８

年間実施しているが主な事業は何か。 

５ 循環器・呼吸器病センターに増員して職員

の職種別内訳はどうなっているのか。 

６ 小児医療センターに増員した職員の職種別

内訳はどうなっているのか。 

７ ほかの県立病院及び県内の公立病院の非紹

介患者の初診料の状況はどのようになってい

るのか。 

８ 時間外診察に係る料金設定は小児医療セン
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ターのみで、ほかの県立病院は設定しないと

いうことでよいか。 

９ 県立４病院における今年度の時間外診療の

実績はどのようになっているのか。 

10 時間外診察に係る料金は、市町村の実施す

る子ども医療費助成制度の対象となるのか。 

11 時間外診察料金を払いさえすれば、小児で

あれば誰でも診察してもらえると捉えてよい

のか。また、８，６４０円とした根拠は何か。 

 

 

Ａ．医療整備課長 

１ 総額は約５６億円である。県費は含まれて

いない。平成２９年度当初予算案で計上して

いる事業は、国の医療施設等耐震整備事業を

活用するものであり、基金事業ではない。 

２ 総額は約１０３億である。基金の交付目的

である地域医療の課題を解決するため、本県

が弱い周産期医療と救急医療の体制整備など

に活用した。具体的には、川越市の埼玉医科

大学総合医療センターの整備、さいたま新都

心医療拠点での総合周産期母子医療センター

や高度救命救急センターの整備、小児救急が

厳しい東部と西部の病院施設整備、医療連携

ネットワークシステム「とねっと」の導入な

どに助成した。さらに、医師確保対策として

総合医局機構を立ち上げ、地域枠や県外医学

生への奨学金の貸与制度などを当初はこの基

金を財源に始めた。 

 

 

Ａ．保健医療政策課長 

３ 土地購入の見通しであるが、今定例会の代

表質問で知事が答弁したように、近くさいた

ま市が土地を購入するための予算案を提出す

ると聞いており、土地確保の見通しが立ちつ

つある。また、清水市長は、先日の記者会見

において、地権者とおおむね合意ができつつ

あるので、土地取得について対応できるであ

ろうと表明している。 

県と市の合意内容であるが、病院整備予定

地の７．３ｈａは３つの区画に分かれており、

そのうち１区画３ｈａを県が確保し、残り２

区画をさいたま市が確保することで合意して

いる。 

 

 

Ａ．疾病対策課長 

４ 埼玉県自殺対策緊急強化基金は、平成２７

年度以降東日本大震災の被災者向けの事業に

限定されている。平成２６年度までの事業に

なるが、暮らしとこころの相談会の実施やい

のちの電話などの電話相談事業を行っている

団体への補助、普及啓発活動としてポスター

の作製やラジオＣＭの実施、鉄道事業者が行

う青色ＬＥＤ照明の設置への補助、人材育成

としてのゲートキーパー研修などを行ってき

た。さらに、市町村が行う相談窓口設置や啓

発活動、自殺の場所となるようなダム湖に架

かる橋への照明設置などに補助金を交付して

きた。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

５ 医師１６人、看護師６人、薬剤師１０人、

診療放射線技師６人、臨床検査技師４人、臨

床工学技士４人を増員し、調理職員２人減で

差し引き４４人の増員となっている。 

６ 医師２人、薬剤師４人、診療放射線技師７

人、臨床検査技師７人、臨床工学技士３人を

増員し、事務局職員５人減で差し引き１８人

の増員となっている。 

７ 小児医療センターは４，３２０円、循環器・

呼吸器病センター及びがんセンターは２，７

００円、精神医療センターはない。県内の公

立病院の状況ではあるが、さいたま市立病院

は１，９４０円、川口市立医療センターは 

２，１６０円、草加市立病院は２，７００円
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となっている。この中で、川口市立医療セン

ターは救急救命センターであるが、初期及び

２次救急にも対応していると聞いており、小

児医療センターとは異なる。 

８ 現時点では小児医療センターのみである。

ただし、循環器・呼吸器病センターについて

は、今後救急告示を検討する中で、設定を考

えていく。 

９ 今年度４月から１月末の数字であるが、小

児医療センターは１，６０７件、循環器・呼

吸器病センターは１，２０９件、がんセン 

ターは１８６件、精神医療センターはおおま

かな数字となるが４０件程度となっている。 

10 選定療養費となるため対象外である。 

11 病院に受診に来れば応召義務があり、断る

ことはできない。小児医療センター本来の機

能が発揮できないことから、こうした料金設

定をお願いするものである。この金額とした

理由は、関東近県の第３次救急を担う、救急

救命センターを持つ医療機関で時間外料金を

設定している病院の中央値を取ると８，６４

０円となるためである。また隣接し、一体と

して救命救急を担っているさいたま赤十字病

院の時間外料金が８，６４０円であることも

参考にしている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

非紹介患者の初診料について、東京都立、神

奈川県立、千葉県立の病院の状況はどうなって

いるのか。また、県内の公立病院と比べると高

い気がするが、どういう理由からこの額を設定

したのか。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

東京都立小児総合医療センターが１，３００

円、千葉県立こども病院が４，３２０円、神奈

川県立こども医療センターが４，３２０円と

なっている。千葉県立こども病院、神奈川県立

こども医療センターについては、小児救命救急

センターではない。東京都立小児総合医療セン

ターは小児救命救急センターとなっているが、

初期から３次まで全てに対応しているため、小

児医療センターとの比較は難しいと考える。５，

４００円とする根拠であるが、関東近県の３次

医療救急機関、救命救急センターを持つ医療機

関の額の中央値が５，４００円となるためであ

る。 

 

 

 

◆付託議案に対する討論 

 

秋山委員 

議案第２６号議案について反対討論をする。

時間外診療が非常に高額であるなど、保護者の

料金支払能力で子どもが差別されることがあり

得るため反対である。 

 

 

 

◆請願に係る意見（議請第１号） 

 

秋山委員 

採択すべきとの立場から意見を申し上げる。

国保運営方針等を市町村の実状を尊重して慎重

に検討すること及び国保運営協議会に公募委員

を加えることは当然のことである。 


